
取 組 事 例 

 

（所定外労働削減・年休取得促進・多様な正社員・朝型の働き方・テレワーク） 

                              

 
 

取組の目的： 

 

社長の方針「安全第一・良品第二・能率第三」を目指す。 

働く人が健康第一で幸せな人生を送っていなければ、いい仕事はできない。 

個人で目標を持ち目標達成にやりがいや生きがいを感じる働き方、家族と共に幸せな人生を

送るため「仕事をやる時はやり、遊ぶ時は遊ぶ」というメリハリのついた働き方を推進してい

る。 

 

 

取組の概要： 

 

〇 労働時間等の完全見える化 

・労働時間の正確な把握 

１１年前のＱＣサークル活動をきっかけにして、所定外労働時間と年次有給休暇等の

管理の見直しを行った。 

全社員の労働時間を正確に把握するために、1 か月ごとに申告していた勤怠届（残業

や休暇等の自己申告制度）を 7 日ごとに作成、提出することに変更した。その際、届け

出用紙が複数あり、提出の仕方も部署ごとでバラバラであったため、提出方法と様式を

統一した。 

次に労務管理ソフトを活用し、タイムカードと連動させることで勤怠の一元的な管理

を行った。自己申告の勤怠届と労務管理ソフトのデータを照合して、誤差があれば本人

や部署のリーダーに確認することで正確な時間の把握を行っている。さらには、そのデ

ータをもとに、所定外労働時間数、年次有給休暇取得日数、残日数を全社員分一覧表に

して、社員メールにて全員に送信して、社員全員が社内全体の労働時間等を把握できる

「見える化」を行い、所定外労働時間短縮への意識づけをしている。 

 

・一目でわかる色分けされた残業時間 

前述の一覧表には、月ごとの生産予定に基づいた目標残業限度時間を表記した。実際の 

企業名：株式会社 エツミ光学 所在地：福井県 

大野市 

社員数：１６６名 

 

業種：製造業（真空蒸着機

による表面処理加工、サン

グラス加工組立） 

 



所定外労働時間が限度時間の７０％以上・１００％未満・１００％以上となった社員を 

３段階で色分けして、どの部署で、誰が所定外労働をどれだけしているかを一目でみて 

わかるようにした。 

 

 

〇 計画的な所定外労働時間の管理 

毎週各部署のリーダーが参加して行う生産会議では、前述の一覧表をもとに、次週の業

務量に応じた所定外労働時間の割振りを行っている。週単位で所定外時間を事前に割り振

ることで、計画的な所定外労働時間の管理が可能になった。 

 

〇 業務改善の取組 

所定外労働時間が少ない部署から多い部署に応援のための人員を派遣するなど部署ごと

の労働時間の平準化を行っている。そのために、現場部門では、誰が見てもわかりやすい

ような作業手順書を作成している。 

    また、２００５年から年３回のＱＣサークル活動を実施している。 

〈具体的な改善事例〉 

管理部門では、作業手順・作業動線・運搬作業・工程管理板の改善。 

製造部門では、コストダウン・ロット混入対策・作業手順の見直しによる作業の効率

化。 

 

〇 年次有給休暇等の取得促進 

・年次有給休暇が取りやすい雰囲気の職場づくりのために、閑散期には管理職が率先して

年次有給休暇を取得している。 

・バースデー休暇制度（誕生日の前後２週間以内で、法定の年次有給休暇付与日数とは別

に１日取得できる有給の休暇）を導入している。 



 

〇 その他 

    ・年１回の個人面接を行う。面接では目標達成状況の報告、次回の目標設定、上司から 

の見て良い点（ほめて伸ばす）、改善を求める点（注意し改善する）、今後の本人の方 

向性、本人から会社への要望、本人が抱える事情等を話し合う。これらの内容は昇給、 

賞与の考課査定で考慮される。個人面接を通して、上司が部下の状況を把握し、今後 

の業務計画に反映できるようにしている。 

・ 社員旅行や家族が参加できる納涼会などを開催し、社員との親睦を深め、風通しのよ 

い職場環境を構築している。 

 

 

 

現状とこれまでの取組の効果：  

 

〇 バースデー休暇取得率 

平成２６年  ７３％ 

      平成２７年  ８４％ 

      平成２８年  ８６％ 

 

〇 年次有給休暇の取得率 

      平成２６年  ６４％ 

      平成２７年  ５７％ 

      平成２８年  ６１％ 

 

〇 育児休業取得率は、女性従業員については１００％ 

平成２６年  ８人取得 

平成２７年  １人取得 

平成２８年  ３人取得 

 

・今後は、年次有給休暇の取得率７０％を目指している。 

また、未だ誰も取得していない男性従業員の育児休業取得を推進している。 

  

 

（H29.8） 


